
 

 

中国とサウジの接近は座視できない 

中国の習近平国家主席がサウジアラビアを訪問し、投資拡大やエネルギー協力など包

括的な戦略協定に調印した。 

サウジは米国との強固な関係が揺らいでいる。その隙を突いた中国の影響力拡大が、

国際社会の分断を広げることになりかねないことに警戒が必要だ。 

習氏はサウジのサルマン国王や実力者のムハンマド皇太子との会談で、中国の広域経

済圏構想「一帯一路」と、脱石油依存を目指すサウジの経済構造改革「ビジョン

2030」の連携を確認した。 

中国は石油消費の約 7割を輸入に頼る。持続的な経済成長を維持するにはエネルギー

資源の安定確保が条件であり、サウジは重要な輸入相手国だ。 

世界最大の原油輸出国であるサウジは、脱炭素の潮流下で安定した輸出先の確保と、

産業育成への投資の呼び込みを求めている。 

一方、サウジが緊密な関係を維持してきた米国はシェール革命により石油やガスの輸

入を必要としないエネルギー自立を実現した。中東の位置付けは低下し、加えて人権

問題を重視するバイデン政権はサウジに厳しい目を向ける。 

習氏はアラブ諸国の首脳との会議で、石油貿易の決済に人民元を使うことを提唱し

た。世界の石油取引は米ドル決済が原則だ。中国は購買力をたてに、基軸通貨である

米ドルにくさびを打ち込もうとしているとみてよい。 

ウイグル問題などを念頭に置いた、人権問題を通じた内政干渉に共に対抗すること

や、台湾独立の反対も確認した。民主主義や人権などの価値観をめぐる日米欧との対

立は、亀裂を一段と広げることになりかねない。 
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もっともサウジが米国との関係を完全に切るわけではないことに注意が要る。むしろ

中国への接近には、米国へのけん制の手段として使いながら、米中のはざまで巧みに

独自の立ち位置を探る狙いがあると考えたほうがいい。 

日本は中国の動きを座視すべきではない。原油輸入の中東依存度は足元で上昇を続

け、95%を超える月もある。この数字は 1970 年代の石油危機時より高く、中東との関

係を強化しなければならない状況が強まっている。 

中国の台頭により中東で日本の存在感が薄れるようではまずい。原油を中東から買う

だけでなく、中東諸国が必要とする双方向の関係を日本は探る必要がある。 
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アジア新興国、23年 4.6%成長に下方修正 中国低調 

アジア開発銀行（ADB）は 14日、2023年のアジア新興国の国内総生産（GDP）の前年

比伸び率が 4.6%になるとの見通しを発表した。9月の前回予想から 0.3ポイント下方

修正した。新型コロナウイルス対策で厳しい行動制限を敷いた中国経済の回復が遅れ

るほか、東南アジアなど各国・地域で物価高が継続することが響く。 

アジア新興国は中国やインド、東南アジア各国など 46 カ国・地域を含む。23年の成

長率見通しは 4月に発表した 5.3%から 7月、9月に続き 3回連続で下方修正した。域

内で規模が大きい中国経済の停滞が影響したほか、ADB は今後も「ロシアとウクライ

ナとの危機的な状況は商品価格の高騰を引き起こし、世界的な物価高とともにさらな

る（各国・地域における）金融政策の引き締めを誘発しかねない」と指摘した。 

 

 

厳しい行動制限を敷いた中国の 23年の成長率は 4.3%を見込み、前回予想(4.5%)から

下方修正した。個人消費やサービス業の回復が遅れているほか、不動産市況が悪化し
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ていることが背景にある。中国を除いたアジア新興国の成長率見通しは 5.0%で、中国

の成長率を上回る状況となっている。 

23 年のアジア新興国全体のインフレ率見通しは 4.2%と前回予想から 0.2 ポイント引き

上げた。ADB は「石油やガス、食品の価格は以前に比べて下落したが（ロシアによる

ウクライナ）侵攻前と比較した場合にはなお高水準になる」と指摘し、今後も物価高

が継続することを警戒する。 

東南アジアの成長率は 4.7%と前回予想より 0.3ポイント下方修正した。底堅い個人消

費に加えて渡航制限の緩和により外国人観光客を受け入れたことでサービス業が堅調

だが、物価高が懸念材料となる。 
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米消費者物価、11 月 7.1%上昇 5 カ月連続伸び鈍化 

米労働省が 13日発表した 11月の消費者物価指数（CPI）は前年同月比 7.1%上昇し

た。伸びは 5カ月連続で鈍化した。エネルギー価格を中心に高インフレには落ち着く

兆しが出ている。賃金の伸びは高いままでインフレ圧力はなお根強く、米連邦準備理

事会（FRB）は利上げの到達点を慎重に見極める。 

上昇率は市場予想の 7.3%を下回った。FRB の利上げペースが鈍化するとの観測からニ

ューヨーク外国為替市場では円が一時 1ドル=134 円台と 5日以来 1週間ぶりの円高水

準をつけた。物価公表前には 137円台前半で推移しており、数分間で 2円超の急騰と

なった。 

 

 

 

エネルギーと食品を除いた物価の基調を示す上昇率は 6.0%で、市場予想の 6.1%を下回

った。約 40年ぶりの高水準だった 9月の 6.6%から 2カ月連続で縮小した。 
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全体として高インフレは落ち着きつつある。前年 21年の物価上昇率は年初に 1%台だ

ったのが急加速して 10月に 6.2%、11月には 6.8%と 39年ぶりの伸びになっていた。

足元はその高水準からの伸びとなるため、計算上、強い数字は出にくい面がある。今

回は前月比でも 0.1%の小幅の上昇にとどまった。 

品目別にみれば強弱が入り交じる。米エネルギー情報局（EIA）によると、全米平均の

ガソリン価格は 11月に 1ガロン 3.8 ドルとなった。前年同月からの伸びは 8.8%と、

21 年 3 月以降で初めて 1桁になった。史上初めて 5ドルを突破した 6月から下落傾向

が続き、インフレ率を押し下げる要因になってきた。 

 

一方、エネルギーと並んで振れ幅の大きい食品は 5～10月に 10～11%の伸びが続き、

11 月も 10.6%だった。先行指数となる 11月の卸売物価の上昇率は食品の値上がりを主

因として前月比 0.3%と市場予想を上回る伸びになった。原油と同様、ロシアのウクラ

イナ侵攻による市況の混乱の影響を受けており、先行きは不透明だ。 

今後の焦点は家賃を含めたサービス価格の上昇率がどこまで高止まりするかだ。アト

ランタ連銀が算出する賃金トラッカーは 11月も前年比 6.4%と高い水準になった。FRB

のパウエル議長は「2%の物価目標と照らして高すぎる」と指摘する。企業が人件費を

店頭価格に転嫁する動きはなかなか止まらない。 

 



 

 

FRBは 13～14日の米連邦公開市場委員会（FOMC）で、6月以来 4会合連続で 0.75%と

してきた利上げ幅を 0.5%に圧縮する見通し。政策金利が 3.75～4.0%になり、十分に金

融環境を引き締めたといえる水準が近づいてきたためだ。 

FRBはインフレが終息に向かいつつあるとの判断にはなお慎重な姿勢を崩していな

い。イエレン米財務長官も 11日の米テレビで「来年末にはかなり低いインフレ率がみ

られる」と従来通りの見解を述べた後に「予想外のショックがなければ」と付け加え

た。 

FRBやエコノミストはこの 1年間、想定外の供給制約を背景に物価の予測を外し続け

てきた。高インフレが予想外に続けば、減速した利上げが長引き、政策金利の到達点

が上昇する可能性もある。将来、利上げを止めた後も、高い政策金利をインフレ圧力

が十分和らぐまで長く維持する公算が大きい。米国が景気後退に陥るリスクはその

分、高くなる。 
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原油、再び下落強め 
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自民 SAF 議連が提言書 
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